
平 成 31 年 度

熊本市下水道事業会計予算書

熊 本 市 上 下 水 道 局



(1)

(2) 　

(3)

(4)

ポンプ場、処理場築造費

381千円

支          出

第１款　下水道事業費用

第１項

第３項             

営 業 費 用

18,662,559千円

16,186,040千円

第２項 営 業 外 費 用

22,600千円

3,393,050千円

（収益的収入及び支出）

特 別 利 益

第２項             

予 備 費 5,000千円

第３項 特 別 損 失

第４項

建設改良費（雨水）

20,622,159千円

12,234,924千円

8,386,854千円営 業 外 収 益

営 業 収 益

第１款  下水道事業収益

第１項             

2,448,919千円

議 第 17 号

平成31年度熊本市下水道事業会計予算

（総　則）

第１条　平成31年度熊本市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

平成 31年 2月 18日提出

収          入

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

11,854ha

88,313,000㎥

排 水 区 域 面 積

年 間 総 処 理 水 量

241,292㎥

6,713,956千円

主 要 な 建 設 改 良 事 業

管渠布設費

305,445千円

一 日 平 均 処 理 水 量

災害復旧費 690,000千円



　 　

第１款  資本的支出

建設改良費（雨水）

企 業 債 償 還 金 8,877,420千円第３項

第１款  資本的収入

　度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 586,851千円で補てんするものとする。）。

（資本的収入及び支出）

13,279,854千円

収          入

第２項

204,000千円第２項

305,445千円

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出

　額に対し不足する額 7,269,409千円は、過年度分損益勘定留保資金 6,682,558千円、当年

第１項

116,800千円

補 助 金 （ 雨 水 ）

企 業 債

企 業 債 ( 雨 水 ）

第１項

負 担 金

79,000千円

支          出

第５項

第４項

20,549,263千円

11,356,398千円

5,153,454千円補 助 金第３項

7,726,600千円

期        間

（債務負担行為）

10,000千円第４項 予 備 費

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

事          項

限度額

6,275,000千円

利  率

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める｡

21,000千円

年5%以内。ただ
し､利率見直し方
式で借り入れる場
合､利率の見直し
を行った後におい
ては、当該見直し
後の利率とする。

公共下水道築造事業(雨水)

718,700千円 
公共下水道築造事業
（平成31年度施設分）

証書借入
又は

証券発行

建 設 改 良 費

（企  業  債）

政府資金等について
は、その融資条件に
より、銀行その他の
場合にはその債権者
と協定するところに
よる。ただし、財政
の都合により繰上償
還することがある。

償還の方法起債の方法

1,184,000千円

204,000千円

平成32年度

限度額

246,600千円下水道施設災害復旧事業

起債の目的

公共下水道築造事業

流域下水道築造事業

下水道事業債(特別措置分)



（一時借入金）

第７条　一時借入金の限度額は、5,000,000千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

(1) 営業費用及び営業外費用の間の流用（消費税及び地方消費税に限る。）

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条　次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これらの経費のうち他の経費の

　金額に、若しくはこれら以外の経費の金額に流用し、又はこれら以外の経費をこれらの経費

　の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

(1)

(2)

（他会計からの補助金）

第１０条　下水道事業会計の経営基盤確立のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額

　は、4,710,670千円である。

（たな卸資産購入限度額）

第１１条　たな卸資産の購入限度額は、200,000千円と定める。

熊　本　市　長     大　西　一　史　　

1,486,702千円

交 際 費

職員給与費

100千円



予算に関する説明書



予定額（千円） 　　　　　　　　　　　　　備　　　　　　　　　　　　考

1
下 水 道
事 業 収 益

20,622,159

1 営 業 収 益 12,234,924

1 下 水 道 使 用 料 11,160,000 下水道使用料収入

2 負 担 金 1,073,450 雨水処理に要する一般会計負担金等

3 そ の 他 営 業 収 益 1,474 排水設備工事店申請手数料等

2 営 業 外 収 益 8,386,854

1 受 取 利 息 300 預金利息

2 他 会 計 補 助 金 3,059,551 下水道事業に対する一般会計補助金

 3 雑 収 益 37,003 電力使用料収入等

4 長 期 前 受 金 戻 入 5,290,000 過去に収受した国庫補助金等の収益化

3 特 別 利 益 381

1 過年度損益修正益 381 下水道使用料の未払還付金時効分

収益的収入及び支出　

平成31年度熊本市下水道事業会計当初予算実施計画

収　　　　入

款 項 目



予定額（千円） 　　　　　　　　　　　　備         　　　　　　　  考

1
下 水 道
事 業 費 用

18,662,559

1 営 業 費 用 16,186,040

1 管 渠 費 843,806 管渠の維持管理に要する経費

2 ポ ン プ 場 費 429,291 中継ポンプ場等の維持管理に要する経費

3 処 理 場 費 2,608,521 処理場の維持管理に要する経費

4 水 質 規 制 費 73,064 水質の検査及び排水の規制に要する経費

5 普 及 指 導 費 151,821 接続促進に要する経費

6 水 洗 化 促 進 費 100 水洗化促進に要する経費

7 維 持 管 理 負 担 金 552,849 北部流域下水道等に係る管理運営費負担金

8 業 務 費 428,423 下水道使用料の徴収に要する経費

9 総 係 費 523,165 事業運営管理に要する総括的諸経費

10 減 価 償 却 費 10,200,000 固定資産の減価償却費

11 資 産 減 耗 費 375,000 固定資産の除却費等

2 営 業 外 費 用 2,448,919

1
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

2,246,619 企業債の利息

2 雑 支 出 2,300 下水道使用料の過年度還付金等

3
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

200,000 消費税及び地方消費税の納税予定額

3 特 別 損 失 22,600

1 過年度損益修正損 15,100 下水道使用料の過年度分調定減額等

2 そ の 他 特 別 損 失 7,500 過年度分維持管理負担金の精算等

4 予 備 費 5,000

1 予 備 費 5,000

目

支　　　　出

款 項



予定額（千円）

1 資本的収入 13,279,854

1 企 業 債 7,726,600

1 建 設 企 業 債 6,296,000

2 そ の 他 企 業 債 1,184,000 下水道事業債（特別措置分）

3 災 害 復 旧 債 246,600 災害復旧費に充当

2 企 業 債 （ 雨 水 ） 204,000

1 建設企業債（雨水） 204,000 建設改良費（雨水）に充当

3 補 助 金 5,153,454

1 国 （ 県 ） 補 助 金 3,059,000

2 他 会 計 補 助 金 1,651,119 下水道事業債の元金償還金等に対する一般会計補助金

3
災 害 復 旧 費
国 庫 負 担 金

443,335

4 補 助 金 （ 雨 水 ） 79,000

1 国（県）補助金（雨水） 79,000

5 負 担 金 116,800

1 整 備 負 担 金 116,800 下水道築造に係る受益者負担金等

建設改良費（管渠布設費等）に充当

備         　　　　　　　  考

 

款 項

公共下水道施設災害復旧事業費国庫負担金
　（負担率　７８．３／１００）

目

資本的収入及び支出

収　　　　入

社会資本整備総合交付金及び防災・安全交付金
　（補助率　５．５／１０、１／２）

防災・安全交付金
　（補助率　１／２）



予定額（千円）

1 資本的支出 20,549,263

1 建 設 改 良 費 11,356,398

1 管 渠 布 設 費 6,713,956 管渠の建設及び改良等に要する経費

2 ポ ン プ 場 築 造 費 355,800 ポンプ場施設の建設及び改良等に要する経費

3 処 理 場 築 造 費 3,037,250 処理場施設の建設及び改良等に要する経費

4 築 造 総 務 費 491,639 建設改良工事に携わる職員の人件費等

5 建 設 負 担 金 29,566 北部流域下水道等の建設改良に対する負担金

6 固 定 資 産 購 入 費 20,575 水質の管理に要する備品購入費等

7 リース債務支払額 17,612 リース債務の支払に要する経費

8 災 害 復 旧 費 690,000 施設の復旧に要する経費

2 建設改良費（雨水） 305,445

1 管渠布設費（雨水） 265,200 雨水に係る管渠の建設及び改良等に要する経費

2 築造総務費（雨水） 1,724 雨水に係る事務等に要する経費

3 固定資産購入費（雨水） 38,000 雨水施設の建設に係る埋蔵文化財調査費等

4 リース債務支払額（雨水） 521 雨水に係るリース債務の支払に要する経費

3 企 業 債 償 還 金 8,877,420

1 企 業 債 償 還 金 8,877,420 既借入企業債の償還元金

4 予 備 費 10,000

1 予 備 費 10,000 　

備         　　　　　　　  考款 項 目

支　　　　出



（単位：千円）

１．業務活動によるキャッシュ・フロー ２．投資活動によるキャッシュ・フロー

（1） 当年度純利益（△は純損失） 1,644,177 （1） 有形固定資産の取得による支出 △ 10,604,864

（2） 減価償却費 10,200,000 （2） 無形固定資産の取得による支出 △ 40,589

（3） 有形固定資産の除却 270,000 （3） 国庫補助金等による収入 3,581,335

（4） 退職給付引当金の増減額（△は減少） △ 105,797 （4） 建設改良等の財源に充てるための整備負担金等による収入 116,800

（5） 長期前受金戻入額 △ 5,290,000 （5） 一般会計からの繰入金による収入 1,651,119

（6） 受取利息及び受取配当金 △ 300 投資活動によるキャッシュ・フロー △ 5,296,199

（7） 支払利息 2,246,619

小計 8,964,699 ３．財務活動によるキャッシュ・フロー

（8） 利息及び配当金の受取額 300 （1） 建設改良等の財源に充てるための企業債による収入 7,930,600

（9） 利息の支払額 △ 2,246,619 （2） 建設改良等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 8,877,257

業務活動によるキャッシュ・フロー 6,718,380 （3） その他の企業債の償還による支出 △ 163

（4） リース債務返済による支出 △ 14,668

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 961,488

資金増加額 460,693

資金期首残高 9,112,630

資金期末残高 9,573,323

（平成31年4月1日から平成32年3月31日まで）

平成31年度熊本市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書



※１　（　　）内は、再任用短時間勤務職員について外書き。

※２　手当及び法定福利費には、退職給付引当金繰入額並びに賞与等引当金繰入額を含む。

△ 73,898 △ 147,987 △ 19,817 △ 167,804

0 △ 94 △ 5,543 81 △ 5,462

△ 73,804 △ 142,444 △ 19,898 △ 162,342

資本勘定支弁職員 0 0 (0) △ 1,754 △ 3,695
比
　
較

損益勘定支弁職員 0 △ 11 (△ 6) 3,462 △ 72,195 93

合　　計 0 △ 11 (△ 6) 1,708 △ 75,890 93

369,158

合　　計 0 171 (27) 69,037 773,478 3,592 532,140 1,378,247

19,436 161,377 0 129,213 310,026 59,132

276,259 1,654,506

前
年
度

損益勘定支弁職員 0 129 (25) 49,601

資本勘定支弁職員 0 42 (2)

256,442 1,486,702

0 129,119 304,483 59,213 363,696157,682

612,101 3,592 402,927 1,068,221 217,127 1,285,348

手 当
（千円）

計
（千円）

合　　計 0 160 (21) 70,745

資本勘定支弁職員 0 42 (2) 17,682

697,588 3,685 458,242 1,230,260

本
年
度

損益勘定支弁職員 0 118 (19) 53,063

給　与　費　明　細　書

　１　総　括

区　　　分

職　員　数 給　　与　　費
法定福利費

（千円）
合 計

（千円）特別職
（人）

一般職
（人）

報 酬
（千円）

539,906 3,685 329,123 925,777 197,229 1,123,006

給 料
（千円）

賃 金
（千円）



※１　期末手当及び勤勉手当には、賞与等引当金繰入額を含む。

※２　退職給付には、退職給付引当金繰入額を含む。

人員減等に伴う減少分

手　　当 △ 73,898
制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分 3,763 勤勉手当増等に伴う増加分

そ の 他 の 増 減 分 △ 77,661 人員減、退職給付引当金繰入額減等に伴う減少分

給　　料 △ 75,890

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分 1,307 給与改定率　0.17％

昇 給 に 伴 う 増 加 分

そ の 他 の 増 減 分 △ 77,197

　２　給料及び手当の増減額の明細

区　　分 増減額（千円） 増　減　事　由　別　内　訳　（千円） 説　　　　　明

34 55,176 3,182

比　　 　較 16 △ 16,951 △ 8,632 △ 575 0

手
　
当
　
の
　
内
　
容

前　年　度 2,848 179,670 120,729 12,135

△ 32,601 △ 3,182

区　　　分
夜間勤務手当

（千円）
期 末 手 当

（千円）
勤 勉 手 当

（千円）
児 童 手 当

（千円）

管理職員
特別勤務手当

（千円）

退 職 給 付
（千円）

宿日直手当
（千円）

本　年　度 2,864 162,719 112,097 11,560 34 22,575 0

比　　 　較 0 △ 3,537 △ 171 △ 1,365 △ 1,289 △ 4,699 △ 984 72

前　年　度 7,512 26,349 14,294 16,015 8,735 79,763 5,265 433

特殊勤務手当
（千円）

時間外
勤務手当
（千円）

休日勤務
手当

（千円）

地 域 手 当
（千円）

本　年　度 7,512 22,812 14,123 14,650 7,446

区　　　分
管理職手当

（千円）
扶 養 手 当

（千円）
住 居 手 当

（千円）
通 勤 手 当

（千円）

75,064 4,281 505



※　初任給については、平成31年1月1日の額を記載。

大　学　卒 188,000 ― 188,000

　　(2)　初任給

区　分 事務・技術職  (円) 業務職  (円) 一般会計の制度  (円)

高　校　卒 153,300 147,000 153,300

440,817

平 均 年 齢 （歳） 45.5 43.3 51.5

平成30年 1月 1日現在

平 均 給 料 月 額 （円） 350,389 333,595 365,470

平 均 給 与 月 額 （円） 388,292 410,360

平 均 年 齢 （歳） 46.7 41.3 51.4

平 均 給 与 月 額 （円） 389,969 395,194 436,752平成31年 1月 1日現在

平 均 給 料 月 額 （円） 356,729 319,262 364,293

　３　給料及び手当の状況

　　(1)　職員１人当たり給与

区　　　　　分 事　務　職 技　術　職 業　務　職



※　（　　）内は、再任用短時間勤務職員について外書き。

100.0 (0.0)(22) 100 (100.0) 計 34 (0)

(0) 0.0 (0.0)

計 43 (1) 100.0 (100.0) 計 96

0 (0) 0.0 (0.0) ８　級 08　級 0 (0) 0.0 (0.0) ８　級

0.0 (0.0)

(0.0)

７　級 0 (0) 0.0 (0.0) ７　級 1 (0) 1.0

4.2 (0.0) ６　級 0 (0) 0.0

25.0 (0.0) ５　級 26 (0)

(0.0) ７　級 0 (0)

(0) 23.5 (0.0)

５　級 8 (0) 18.6 (0.0) ５　級 24

26 (0) 27.1 (0.0) ４　級 8４　級 19 (0) 44.2 (0.0) ４　級

76.5 (0.0)

(100.0) ３　級 0 (0) 0.0 (0.0)

(0.0)

３　級 9 (1) 20.9 (100.0) ３　級 19 (22) 19.8

12.5 (0.0) ２　級 0 (0) 0.0

100.0 (100.0) 計 30 (3)

0.0 (0.0)

２　級 3 (0) 6.9 (0.0) ２　級 12 (0)

(0) 10.4 (0.0) １　級 0 (0)

平
成
30
年
1
月
1
日
現
在

１　級 2 (0) 4.7 (0.0) １　級 10

(21)

６　級 2 (0) 4.7 (0.0) ６　級 4 (0)

(0)

平
成
31
年
1
月
1
日
現
在

4 (0)

(0)

(0) 0.0 (0.0)

計 42 (2) 100.0 (100.0) 計 93

0 (0) 0.0 (0.0) ８　級 0８　級 0 (0) 0.0 (0.0) ８　級

100.0 (100.0)

0.0 (0.0)

(0.0)

７　級 0 (0) 0.0 (0.0) ７　級 1 (0) 1.1

4.3 (0.0) ６　級 0 (0) 0.0６　級 2 (0) 4.8 (0.0) ６　級

21.5 (0.0) ５　級 24 (0)

(0.0) ７　級 0 (0)

(0) 20.0 (0.0)

５　級 12 (0) 28.6 (0.0) ５　級 20

23 (0) 24.7 (0.0) ４　級 6４　級 18 (0) 42.9 (0.0) ４　級

80.0 (0.0)

(100.0) ３　級 0 (3) 0.0 (100.0)

(0.0)

３　級 6 (2) 14.3 (100.0) ３　級 19 (21) 20.4

19.4 (0.0) ２　級 0 (0) 0.0

0.0 (0.0)

２　級 1 (0) 2.3 (0.0) ２　級 18 (0)

(0) 8.6 (0.0) １　級 0 (0)１　級 3 (0) 7.1 (0.0) １　級 8

　　(3)　級別職員数

区分

事　　務　　職 技　　術　　職 業　　務　　職

級
職員数
（人）

構成比
（％）

構成比
（％）

級
職員数
（人）

構成比
（％）

級
職員数
（人）



　（級別の基準職務内容）

※　級別の基準職務内容については、平成31年1月1日の状況を記載。

0 0 0

比率(B)/(A)(%) 74.5 77.8 60.0

企業職

１　級

８号給(人)

0

４号給(人) 104 88 16

６号給(人) 17 15 2

143 124 19

６号給(人)

定型的な業務
を行う主事及
び技師の職
務

100.0 100.0

前年度

職員数(A)(人) 165 135 30

105 18

2

主幹の職務 課長の職務 部長の職務 総括審議員の
職務

昇給に係る職員数(B)(人) 123

号
給
数
別
内
訳

２号給(人) 2

139 21

代表的な職種

事務・技術職 業務職

５　級 ６　級 ７　級 ８　級 比率(B)/(A) (%) 100.0

17 15 2

８号給(人) 0 0 0

号
給
数
別
内
訳

２号給(人) 0 0 0

４号給(人)

相当の知識、
技術又は経験
を必要とする業
務を行う主事
及び技師の職
務

主任主事及
び主任技師
の職務

主査の職務

本年度

職員数(A)(人) 160

　　(4)　昇給

２　級 ３　級 ４　級
区分 合計

139 21

昇給に係る職員数(B)(人) 160



※　（　　）内は、再任用短時間勤務職員について外書き。

　　(7)　定年退職及び早期退職に係る退職手当 　　(8)　その他の手当

※　支給率等については、平成31年1月1日の状況を記載。 地　域　手　当 同　じ －

－

一般会計の制度 24.587 33.271 47.709 通　勤　手　当 同　じ －

支　 給　 率　 等 24.587 33.271 47.709 住　居　手　当 同　じ

扶　養　手　当 同　じ －
区　　分

20年勤続の者
（月分）

25年勤続の者
（月分）

35年勤続の者
（月分）

区　分 一般会計の制度との異同

一般会計の制度 2.225 (1.175) 2.225 (1.175) 4.450 (2.350) 有

差異の内容

(2.350) 有

前　年　度 2.125 (1.075) 2.325 (1.275) 4.450 (2.350)

本　年　度 2.225 (1.175) 2.225 (1.175) 4.450

有

支給対象職員１人当たり平均支給月額 (円) 3,751 15

　　(6)　期末手当・勤勉手当

区　　分
支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計

（月分）

職制上の段階、
職 務 の 級 等 に
よ る 加 算 措 置

備　　考

6月（月分） 12月（月分）

2,423 12,879

代表的な特殊勤務手当の名称 清掃等作業手当、特殊清掃作業手当

0.8 3.7

支給対象職員の比率 (平成31年1月1日現在) (％) 94.3 95.6

給料総額に対する比率 (％) 1.1 0.1

92.2 100.0

　　(5)　特殊勤務手当

区　　　　　分 全　　職　　種 事　務　職 技　術　職 業　務　職



期　間 金　額 期　間 金　額 国県補助金 企業債 その他

千円 年度 千円 年度 千円 千円 千円 千円

下水汚泥処分事業 1,034,000 平成29～30 293,100 平成31～32 632,890 632,890

南部浄化センター運転管理業務委
託

697,000 平成29～30 208,065 平成31～32 474,594 474,594

東部浄化センター運転管理業務委
託

3,170,000 平成30 平成31～35 3,170,000 3,170,000

西部浄化センター運転管理業務委
託

1,530,000 平成30 平成31～35 1,530,000 1,530,000

公共下水道築造事業
（平成30年度施設分）

2,084,900 平成31～32 2,084,900 1,146,695 938,000 205

公共下水道築造事業
（平成31年度施設分）

718,700 平成32 718,700 385,400 333,300 0

債務負担行為に関する調書

事         項 限度額

前年度末までの
支払義務発生（見込）額

当該年度以降の
支払義務発生予定額

左の財源内訳

熊本市下水汚泥固形燃料化施設

7,972,000千円
に物価指数を
基にした増減
額を加算した額

平成23～30 3,314,327 平成31～44 3,023,768 3,023,768



1

(1)

イ 9,519,682

ロ 12,879,995

△ 6,415,221 6,464,774

ハ 294,672,792

△ 70,483,507 224,189,285

　 ニ 74,392,398

△ 47,237,756 27,154,642

ホ 37,840

△ 25,300 12,540

ヘ 121,634

△ 86,711 34,923

ト 80,531

△ 29,235 51,296

チ 1,463,724

268,890,866

(2)

イ 3,225,297

3,225,297

(3)

イ 50,000

ロ 5,268

△ 1,874

53,394

272,169,557

投 資 そ の 他 の 資 産

出 資 金

貸 付 金

貸 倒 引 当 金

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 、 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

機 械 及 び 装 置

平成31年度熊本市下水道事業予定貸借対照表
（　平成32年3月31日　）

（単位：千円）

資　産　の　部
固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額



2

(1) 9,573,323

(2) 2,365,473

△ 155,979 2,209,494

(3) 13,972

(4) 3,096,005

14,892,794

287,062,351

3

(1)

イ 124,933,930

ロ 96,671

125,030,601

(2) 31,508

(3)

イ 1,478,443

1,478,443

126,540,552

4

(1)

イ 8,963,733

ロ 13,921

8,977,654

(2) 18,300

(3) 3,765,019

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に 充 て る た め の 企 業 債

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

リ ー ス 債 務

未 払 金

引 当 金 合 計

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

負　債　の　部
固 定 負 債

企 業 債

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に 充 て る た め の 企 業 債

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

リ ー ス 債 務

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

前 払 金

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品



(4)

イ 114,915

114,915

(5) 100,061

12,975,949

5

(1) 198,464,100

(2) △ 82,576,209

115,887,891

255,404,392

6 20,585,787

7

(1)

イ 361,463

ロ 4,931,544

5,293,007

(2)

イ 5,779,165

5,779,165

11,072,172

31,657,959

287,062,351負 債 資 本 合 計

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

補 助 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

資　本　の　部

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

そ の 他 流 動 負 債

引 当 金

賞 与 等 引 当 金

引 当 金 合 計



注記

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項 Ⅳ．リース契約により使用する固定資産

　１　資産の評価基準及び評価方法 　１　リース取引の処理方法

　　　たな卸資産の評価基準及び評価方法は移動平均法による。 　　　リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売

　２　固定資産の減価償却の方法 　　買取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

 　（1）有形固定資産（リース資産は除く）は定額法による。 　　　リース料総額が３００万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃

 　（2）無形固定資産（リース資産は除く）は定額法による。 　　貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

 　（3）リース資産 　２　賃貸借処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リー

　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 　　ス料相当額

　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法による。 　　　１年内　 　1,749千円

　３　引当金の計上方法 　　　　計　　　 1,749千円

　 （1）退職給付引当金

　　　　職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末における退職手当要支給額に

　　　相当する金額を計上している。 Ⅴ．その他の注記

　 （2）賞与等引当金 　１　新会計基準移行に係る経過措置

　　　　職員の期末手当、勤勉手当の支給及びこれらに伴い発生する法定福利費の支払い 　　 リース資産に係る経過措置

　　　に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、翌年度の支給見込額の 　　　　リース取引開始日が平成２６年３月３１日以前のリース取引については、引き続

　　　うち当事業年度の負担に属する額（１２月から３月までの４ヶ月分）を計上してい 　　　き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

　　　る。 　２　引当金の取崩し

　 （3）貸倒引当金 　 （1）退職給付引当金の取崩し

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上 　　　　当事業年度において、退職手当として 128,372千円を支給する予定のため、退職

　　　している。 　　　給付引当金 128,372千円を取り崩す見込みである。

　４　消費税及び地方消費税の会計処理 　 （2）賞与等引当金の取崩し

　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 　　　　当事業年度において、期末手当、勤勉手当及びこれらに伴い発生する法定福利費

　　　として 328,157千円を支給する予定のため、賞与等引当金 81,113千円を取り崩す

Ⅱ．予定キャッシュ・フロー計算書等関連 　　　見込みである。

　　　重要な非資金取引

　　　　当年度、新たに計上したファイナンス・リース取引にかかる資産及び負債の額は、

　　　それぞれ30,029千円である。

Ⅲ．予定貸借対照表等関連

　１　企業債の償還に係る一般会計の負担

　　　予定貸借対照表に計上されている企業債（当事業年度末日の翌日から起算して１年

　　以内に償還予定のものも含む。）のうち、繰出基準に基づき一般会計が負担すると見

　　込まれる額は 63,961,727千円である。



(単位：千円）

1 営 　業 　収 　益

(1) 下 水 道 使 用 料 10,298,149

(2) 負 担 金 1,072,542

(3) そ の 他 営 業 収 益 　 1,616 11,372,307

2 営 　業 　費 　用

(1) 管 渠 費 814,293

(2) ポ ン プ 場 費 462,238

(3) 処 理 場 費 2,289,005

(4) 水 質 規 制 費 73,552

(5) 普 及 指 導 費 146,973

(6) 水 洗 化 促 進 費 247

(7) 維 持 管 理 負 担 金 513,240

(8) 業 務 費 404,670

(9) 総 係 費 483,677

(10) 減 価 償 却 費 　 10,105,904

(11) 資 産 減 耗 費 1,044,260 16,338,059

営　　　業　　　損　　　失　 4,965,752

平成30年度熊本市下水道事業予定損益計算書

( 平成30年4月1日から平成31年3月31日まで ）



3 営　　業　　外　　収　　益

(1) 受 取 利 息 300

(2) 他 会 計 補 助 金 　 3,153,025

(3) 補 償 金 34,472

(4) 雑 収 益 27,053

(5) 長 期 前 受 金 戻 入 5,570,000 8,784,850

4 営　　業　　外　　費　　用 　　

(1) 支払利息及び企業債取扱諸費 　 2,317,851

(2) 雑 支 出 4,752 2,322,603 6,462,247

経　　　常　　　利　　　益 　 1,496,495

5 特　　　別　　　利　　　益

(1) 過 年 度 損 益 修 正 益 75,235

(2) そ の 他 特 別 利 益 19,364 94,599

6 特　　　別　　　損　　　失

(1) 過 年 度 損 益 修 正 損 42,511

(2) そ の 他 特 別 損 失 8,595 51,106 43,493

7 予　　　　　備　　　　　費

(1) 予 備 費 　 5,000 5,000 △ 5,000

1,534,988

2,600,000

4,134,988当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金



1

(1)

イ 9,492,582

ロ 12,705,504

△ 6,212,184 6,493,320

ハ 290,679,701

△ 67,511,434 223,168,267

　 ニ 73,384,287

△ 45,560,726 27,823,561

ホ 37,322

△ 23,117 14,205

ヘ 120,081

△ 82,970 37,111

ト 50,502

△ 18,606 31,896

チ 1,463,724

268,524,666

(2)

イ 3,386,015

3,386,015

(3)

イ 50,000

ロ 5,268

△ 1,874

53,394

271,964,075

投 資 そ の 他 の 資 産

出 資 金

貸 付 金

貸 倒 引 当 金

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 、 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

機 械 及 び 装 置

平成30年度熊本市下水道事業予定貸借対照表
（　平成31年3月31日　）

（単位：千円）

資　産　の　部
固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額



2

(1) 9,112,630

(2) 2,365,473

△ 155,979 2,209,494

(3) 13,972

(4) 3,096,005

14,432,101

286,396,176

3

(1)

イ 125,967,063

ロ 110,592

126,077,655

(2) 22,964

(3)

イ 1,584,240

1,584,240

127,684,859

4

(1)

イ 8,877,257

ロ 163

8,877,420

(2) 11,483

(3) 3,765,019

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に 充 て る た め の 企 業 債

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

リ ー ス 債 務

未 払 金

引 当 金 合 計

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

負　債　の　部
固 定 負 債

企 業 債

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に 充 て る た め の 企 業 債

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

リ ー ス 債 務

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

前 払 金

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品



(4)

イ 114,915

114,915

(5) 100,061

12,868,898

5

(1) 193,126,346

(2) △ 77,286,209

115,840,137

256,393,894

6 20,585,787

7

(1)

イ 361,463

ロ 4,920,044

5,281,507

(2)

イ 4,134,988

4,134,988

9,416,495

30,002,282

286,396,176負 債 資 本 合 計

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

補 助 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

資　本　の　部

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

そ の 他 流 動 負 債

引 当 金

賞 与 等 引 当 金

引 当 金 合 計



注記

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項 Ⅲ．リース契約により使用する固定資産

　１　資産の評価基準及び評価方法 　１　リース取引の処理方法

　　　たな卸資産の評価基準及び評価方法は移動平均法による。 　　　リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売

　２　固定資産の減価償却の方法 　　買取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

 　（1）有形固定資産（リース資産は除く）は定額法による。 　　　リース料総額が３００万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃

 　（2）無形固定資産（リース資産は除く）は定額法による。 　　貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

 　（3）リース資産 　２　賃貸借処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リー

　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 　　ス料相当額

　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法による。 　　　１年内　　 4,364千円

　３　引当金の計上方法 　　　１年超　　 1,749千円

　 （1）退職給付引当金 　　　　計　　　 6,113千円

　　　　職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末における退職手当要支給額に

　　　相当する金額を計上している。 Ⅳ．その他の注記

　 （2）賞与等引当金 　１　新会計基準移行に係る経過措置

　　　　職員の期末手当、勤勉手当の支給及びこれらに伴い発生する法定福利費の支払い 　　 リース資産に係る経過措置

　　　に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、翌年度の支給見込額の 　　　　リース取引開始日が平成２６年３月３１日以前のリース取引については、引き続

　　　うち当事業年度の負担に属する額（１２月から３月までの４ヶ月分）を計上してい 　　　き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

　　　る。 　２　引当金の取崩し

　 （3）貸倒引当金 　 （1）退職給付引当金の取崩し

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上 　　　　当事業年度において、退職手当として 98,135千円を支給する予定のため、退職

　　　している。 　　　給付引当金 98,135千円を取り崩す見込みである。

　４　消費税及び地方消費税の会計処理 　 （2）賞与等引当金の取崩し

　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 　　　　当事業年度において、期末手当、勤勉手当及びこれらに伴い発生する法定福利費

　　　として 338,912千円を支給したため、賞与等引当金 90,129千円を取り崩した。

Ⅱ．予定貸借対照表等関連

　１　企業債の償還に係る一般会計の負担

　　　予定貸借対照表に計上されている企業債（当事業年度末日の翌日から起算して１年

　　以内に償還予定のものも含む。）のうち、繰出基準に基づき一般会計が負担すると見

　　込まれる額は 64,385,196千円である。


